
�愛媛県告示第１３４０号
身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１５条第１項の規定により、次のように医師の指定をした。

平成２２年１１月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１３４１号
身体障害者福祉法施行令（昭和２５年政令第７８号）第３条第２項の規定により、次のように指定医師の辞退の届出があった。

平成２２年１１月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１３４２号
障害者自立支援法（平成１７年法律第１２３号）第５４条第２項の規定により、次のとおり指定自立支援医療機関を指定した。

平成２２年１１月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行
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診断する身体障害の種類 診療科名 病 院 又 は
診療 所 の 名 称 医 師 氏 名 同 左 所 在 地 指定年月日

ぼうこう又は直腸・小腸機能障
害 外 科 市立八幡浜総合病院 来 嶋 大 樹 八幡浜市大平１番耕地６３８番地 平成

２２年１１月１日

肝 臓 機 能 障 害 内 科 市 立 宇 和 島 病 院 清 家 裕 貴 宇和島市御殿町１番１号 平成
２２年１１月１日

聴覚・平衡・音声・言語・そしゃ
く機能障害 耳鼻咽喉科 財団法人積善会附属

十全総合病院 川 田 晃 弘 新居浜市北新町１番５号 平成
２２年１１月１日

ぼうこう又は直腸機能障害 外 科 社会福祉法人恩賜財
団済生会今治病院 小野田 正 今治市喜田村７丁目１番６号 平成

２２年１１月１日

診断した身体障害の種類 診療科名 病 院 又 は
診療 所 の 名 称 医 師 氏 名 同 左 所 在 地 届出年月日

視 覚 障 害 眼 科 市 立 大 洲 病 院 西 田 雅 宏 大洲市西大洲字ヤスバ甲５７０番地 平成
２２年１０月１日

名 称 所 在 地 開設者の氏名又は名称 担当しようとする
医療の種類 指定年月日

さつき薬局 南宇和郡愛南町御荘平城３５６６番地 有限会社メディカルスタイル 薬局（育成医療・
更生医療）

平成２２年
１１月１日

毎週（火・金）曜日発行 第２２２３号 平成２２年１１月３０日

平成２２年１１月３０日火曜日 第２２２３号
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�愛媛県告示第１３４３号
次の保安林を解除予定保安林にしたから、森林法（昭和２６年法律

第２４９号）第３０条の２第１項の規定により告示する。

平成２２年１１月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 解除予定保安林の所在場所

北宇和郡鬼北町大字奈良２０７の４、２２２の２、２２２の３、２２２の４

２ 保安林として指定された目的

水源のかん養

３ 解除の理由

道路用地とするため

�������
�愛媛県告示第１３４４号
次の保安林を解除予定保安林にしたから、森林法（昭和２６年法律

第２４９号）第３０条の２第１項の規定により告示する。

平成２２年１１月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 解除予定保安林の所在場所

松山市由良町乙２８２の６、乙２８２の７、乙２８２の１０、乙２８２の１１

２ 保安林として指定された目的

魚つき

３ 解除の理由

道路用地とするため

�������
�愛媛県告示第１３４５号
次の保安林を解除予定保安林にしたから、森林法（昭和２６年法律

第２４９号）第３０条の２第１項の規定により告示する。

平成２２年１１月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１� 解除予定保安林の所在場所

松山市和気町二丁目８９１の１

� 保安林として指定された目的

風害の防備

� 解除の理由

公園用地とするため

２� 解除予定保安林の所在場所

松山市和気町二丁目８９１の１

� 保安林として指定された目的

潮害の防備

� 解除の理由

公園用地とするため

�������
�愛媛県告示第１３４６号
測量法（昭和２４年法律第１８８号）第１４条第２項の規定に基づき、

国土交通省国土地理院長から次のとおり基本測量が終了した旨の通

知があった。

平成２２年１１月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 作業種類 基本測量（基準点現況調査及び電子基準点現地調査）

２ 作業期間 平成２２年６月１日から

平成２２年９月３０日まで

３ 作業地域 八幡浜市、大洲市、西予市、久万高原町、砥部町、

内子町、伊方町

�愛媛県告示第１３４７号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、東予地方局今治土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２２年１１月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１３４８号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、東予地方局今治土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２２年１１月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

一 般 国 道 ３１７号
今治市玉川町龍岡上字力石甲６７３番地から

同町龍岡上字力石甲６７３番地まで

旧 ７．５～１４．０ ０．０６７

新 ８．３～２０．６ ０．０６７

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 波方環状線
今治市波方町波方字石持甲１５７１番地１２から

同町波方字石持甲１６０９番地９まで

旧 ５．７～９．３ ０．１８４

新 ６．２～１４．９ ０．１８５
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�愛媛県告示第１３４９号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、中予地方局久万高原土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２２年１１月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県選挙管理委員会告示第９５号
政治資金規正法に基づく収支報告閲覧対象文書の公開に関する規程（平成８年９月愛媛県選挙管理委員会告示第２５号）の一部を次のよう

に改正し、告示の日から施行する。

平成２２年１１月３０日

愛媛県選挙管理委員会委員長 西 � 健

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

政治資金規正法に基づく文書 の公開に関す

る規程

（趣旨）

第１条 この規程は、政治資金規正法（昭和２３年法律第１９４号。以

下「法」という。）第１９条の１６第１項及び第２０条の２第２項の規

定に基づき、法第１９条の１６第１項の規定による少額領収書等の写

しの開示並びに法第１２条第１項及び第１７条第１項の規定による報

告書、法第１４条第１項（法第１７条第４項において準用する場合を

含む。）の規定による書面並びに法第１９条の１４の規定による政治

資金監査報告書（以下「収支報告閲覧対象文書」という。）の閲

覧及び写しの交付について必要な事項を定めるものとする。

（書面の様式）

第２条 次の表の左欄に掲げる書面の様式は、同表の右欄に掲げる

とおりとする。

１ 法第１９条の１６第３項の開

示請求書

少額領収書等の写しの開示請求

書（様式第１号）

２ 法第１９条の１６第８項の書

面

少額領収書等の写しの提出期間

延長申出書（様式第２号）

３ 法第１９条の１６第９項の書

面

少額領収書等の写しの提出期間

延長通知書（様式第３号）

４ 法第１９条の１６第１１項の書

面

少額領収書等の写しの開示決定

通知書（様式第４号）

５ 政治資金規正法施行令

（昭和５０年政令第２７７号）

第１１条第１項の書面

少額領収書等の写しの開示の実

施方法等申出書（様式第５号）

政治資金規正法に基づく収支報告閲覧対象文書の公開に関す

る規程

（趣旨）

第１条 この規程は、政治資金規正法（昭和２３年法律第１９４号。以

下「法」という。）第１９条の１６第１項及び第２０条の２第２項の規

定に基づき、法第１９条の１６第１項の規定による少額領収書等の写

しの開示並びに法第１２条第１項及び第１７条第１項の規定による報

告書、法第１４条第１項（法第１７条第４項において準用する場合を

含む。）の規定による書面並びに法第１９条の１４の規定による政治

資金監査報告書（以下「収支報告閲覧対象文書」という。）の閲

覧及び写しの交付について必要な事項を定めるものとする。

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

一 般 国 道 ４９４号
上浮穴郡久万高原町笠方２８０４番３から

同町笠方２７９７番２まで
平成２２年１１月３０日

〃 〃
上浮穴郡久万高原町笠方２８０１番３から

同町笠方２８０１番３まで
〃

選挙管理委員会告示

改 正 後 改 正 前

愛 媛 県 報平成２２年１１月３０日 第２２２３号
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６ 政治資金規正法施行規則

（昭和５０年自治省令第１７

号）第１４条の２の９第１項

の書面

少額領収書等の写しの更なる開

示申出書（様式第６号）

７ 法第１９条の１６第１２項の書

面

少額領収書等の写しの不開示決

定通知書（様式第７号）

８ 法第１９条の１６第１３項の書

面

少額領収書等の写しの開示決定

等期間延長通知書（様式第８

号）その１

９ 法第１９条の１６第１４項の書

面

少額領収書等の写しの開示決定

等期間延長通知書その２

（手続の方法）

第３条 次の表の左欄に掲げる手続は、同表の右欄に掲げる書面を

交付することによって行うものとする。

１ 法第１９条の１６第５項の命

令

少額領収書等の写しの提出命令

書（様式第９号）

２ 次の表の左欄に掲げる手続は、同表の右欄に掲げる書面を添付

することによって行うものとする。

１ 法第１９条の１６第６項の提

出

少額領収書等の写しに係る通知

書（様式第１０号）

３ 次の表の左欄に掲げる手続は、同表の右欄に掲げる書面を提出

することによって行うものとする。

１ 法第１９条の１６第６項ただ

し書の通知

少額領収書等の写しに係る通知

書

２ 法第１９条の１６第１６項の通

知

国会議員関係政治団体の会計責

任者が少額領収書等の写しを提

出しない旨の通知書（様式第１１

号）

（公表）

第４条 法第１９条の１６第１６項の規定による公表は、次に掲げる事項

について行うものとする。

� 法第１９条の１６第５項の規定による命令に違反して国会議員関

係政治団体の会計責任者が少額領収書等の写しを提出しない旨

� 当該少額領収書等に係る支出がなされた年及び支出項目

� 当該国会議員関係政治団体の名称及び主たる事務所の所在地

２ 法第１９条の１６第１６項の規定による公表は、次に掲げる方法のう

ち適切な方法により行うものとする。

� インターネットの利用

� 事務所における備付け

３ 法第１９条の１６第１６項の規定による公表の期間は、法第２０条第１

項の規定により報告書の要旨を公表した日から３年を経過する日

（その日までに法第１９条の１６第６項の規定による少額領収書等の

写しの提出があったときは、その提出があった日）までの間とす

る。

（閲覧請求）

第５条 収支報告閲覧対象文書を閲覧しようとする者は、収支報告

閲覧対象文書閲覧請求書（様式第１２号）を愛媛県選挙管理委員会

（閲覧請求）

第２条 収支報告閲覧対象文書を閲覧しようとする者は、収支報告

閲覧対象文書閲覧請求書（様式第１号）を愛媛県選挙管理委員会

愛 媛 県 報平成２２年１１月３０日 第２２２３号
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（以下「委員会」という。）に提出しなければならない。

（閲覧）

第６条 省略

２～４ 省略

（写しの交付請求等）

第７条 収支報告閲覧対象文書の写しの交付を請求しようとする者

（以下「請求者」という。）は、次に掲げる事項を記載した収支

報告閲覧対象文書写しの交付請求書（様式第１３号。以下「交付請

求書」という。）を委員会に提出しなければならない。

�～� 省略

２ 省略

（写しの交付）

第８条 省略

２ 前項の規定にかかわらず、委員会は、事務処理上の困難その他

正当な理由があるときは、同項に規定する期間を３０日以内に限り

延長することができる。この場合において、委員会は、請求者に

対し、遅滞なく、延長後の期間及び延長の理由を収支報告閲覧対

象文書写しの交付期間延長通知書（様式第１４号）により通知しな

ければならない。

３ 写しの交付の請求に係る収支報告閲覧対象文書が著しく大量で

あるため、当該請求があった日から起算して６０日以内にそのすべ

てについて第１項の規定による交付をすることにより事務の遂行

に著しい支障が生ずるおそれがある場合には、前２項の規定にか

かわらず、委員会は、当該請求に係る収支報告閲覧対象文書のう

ちの相当の部分につき当該期間内に第１項の規定による交付を

し、残りの収支報告閲覧対象文書については相当の期間内に同項

の規定による交付をすれば足りる。この場合において、委員会

は、同項に規定する期間内に、請求者に対し、次に掲げる事項を

収支報告閲覧対象文書写しの交付期間特例延長通知書（様式第１５

号）により通知しなければならない。

�・� 省略

様式第４号中「第５条関係」を「第８条関係」に、「第５条第１項」を「政治資金規正法に基づく文書の公開に関する規程（平成８年９

月愛媛県選挙管理委員会告示第２５号。以下「規程」という。）第８条第１項」に、「第５条第２項」を「第８条第２項」に、「第５条第３

項」を「第８条第３項」に改め、同様式を様式第１５号とする。

様式第３号中「第５条」を「第８条」に改め、同様式を様式第１４号とする。

様式第２号中「第４条」を「第７条」に改め、同様式を様式第１３号とする。

様式第１号中「第２条」を「第５条」に改め、同様式を様式第１２号とし、同様式の前に次の１１様式を加える。

（以下「委員会」という。）に提出しなければならない。

（閲覧）

第３条 省略

２～４ 省略

（写しの交付請求等）

第４条 収支報告閲覧対象文書の写しの交付を請求しようとする者

（以下「請求者」という。）は、次に掲げる事項を記載した収支

報告閲覧対象文書写しの交付請求書（様式第２号。以下「交付請

求書」という。）を委員会に提出しなければならない。

�～� 省略

２ 省略

（写しの交付）

第５条 省略

２ 前項の規定にかかわらず、委員会は、事務処理上の困難その他

正当な理由があるときは、同項に規定する期間を３０日以内に限り

延長することができる。この場合において、委員会は、請求者に

対し、遅滞なく、延長後の期間及び延長の理由を収支報告閲覧対

象文書写しの交付期間延長通知書（様式第３号）により通知しな

ければならない。

３ 写しの交付の請求に係る収支報告閲覧対象文書が著しく大量で

あるため、当該請求があった日から起算して６０日以内にそのすべ

てについて第１項の規定による交付をすることにより事務の遂行

に著しい支障が生ずるおそれがある場合には、前２項の規定にか

かわらず、委員会は、当該請求に係る収支報告閲覧対象文書のう

ちの相当の部分につき当該期間内に第１項の規定による交付を

し、残りの収支報告閲覧対象文書については相当の期間内に同項

の規定による交付をすれば足りる。この場合において、委員会

は、同項に規定する期間内に、請求者に対し、次に掲げる事項を

収支報告閲覧対象文書写しの交付期間特例延長通知書（様式第４

号）により通知しなければならない。

�・� 省略

愛 媛 県 報平成２２年１１月３０日 第２２２３号

９０７



少額領収書等の写しの開示請求書

年 月 日

愛媛県選挙管理委員会 様

氏名（法人その他の団体にあっては、名称及び代表者の氏名）
開示請求者

住所又は居所（法人その他の団体にあっては、主たる事務所の
所在地）

郵便番号
電話番号

連絡先（連絡先が上記開示請求者以外の場合は、連絡先の住所、
氏名及び電話番号）

開示
請求
する
少額
領収
書等
の写
し

年 国会議員関係政治団体
の名称 支 出 項 目

□①光熱水費 □②備品・消耗品費 □③事務所費
□④組織活動費 □⑤選挙関係費 □⑥機関紙誌の
発行その他の事業費 □⑦調査研究費 □⑧寄附・
交付金 □⑨その他の経費
□①光熱水費 □②備品・消耗品費 □③事務所費
□④組織活動費 □⑤選挙関係費 □⑥機関紙誌の
発行その他の事業費 □⑦調査研究費 □⑧寄附・
交付金 □⑨その他の経費

□①光熱水費 □②備品・消耗品費 □③事務所費
□④組織活動費 □⑤選挙関係費 □⑥機関紙誌の
発行その他の事業費 □⑦調査研究費 □⑧寄附・
交付金 □⑨その他の経費

□①光熱水費 □②備品・消耗品費 □③事務所費
□④組織活動費 □⑤選挙関係費 □⑥機関紙誌の
発行その他の事業費 □⑦調査研究費 □⑧寄附・
交付金 □⑨その他の経費

□①光熱水費 □②備品・消耗品費 □③事務所費
□④組織活動費 □⑤選挙関係費 □⑥機関紙誌の
発行その他の事業費 □⑦調査研究費 □⑧寄附・
交付金 □⑨その他の経費

様式第１号（第２条、様式第４号関係） 少額領収書等の写しの開示請求書

（表）

愛 媛 県 報平成２２年１１月３０日 第２２２３号

９０８



※
開 示 請 求 の
理由及び目的

※
求める開示の
実施の方法等

１ 求める開示の実施の方法
□⑴ 閲覧
□⑵ 複写機により用紙に白黒で複写したものの交付

〔□ア窓口での交付 □イ郵送による交付〕
□⑶ スキャナにより読み取ってできた電磁的記録をＦＤに複写したも
のの交付
〔□ア窓口での交付 □イ郵送による交付〕

□⑷ スキャナにより読み取ってできた電磁的記録をＣＤ―Ｒに複写し
たものの交付 
〔□ア窓口での交付 □イ郵送による交付〕

□⑸ スキャナにより読み取ってできた電磁的記録をＤＶＤ―Ｒに複写
したものの交付 
〔□ア窓口での交付 □イ郵送による交付〕

２ 少額領収書等の写しの部分ごとに異なる開示の実施の方法を求める
かどうか。
□⑴ 求めない。
□⑵ 求める。（当該部分ごとの開示の実施の方法（開示の実施の方

法は、上記１⑴～⑸及びア又はイ）を記入してください。）

３ 少額領収書等の写しの一部について開示の実施を求めるかどうか。
□⑴ 求めない。
□⑵ 求める。（当該部分を記入してください。）

■受付年月日 年 月 日

■備 考

記入上の注意
１ 「国会議員関係政治団体の名称」欄は、その名称が分からない場合は、公職の候補
者等の氏名その他参考となる事項を記入してください。
２ □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けてください。
３ ※印の欄の記入は、任意です。
４ 「求める開示の実施の方法等」欄は、開示の実施方法の申出の際にも選択すること
ができます。
５ ■印の欄は、記入しないでください。

（裏）

愛 媛 県 報平成２２年１１月３０日 第２２２３号

９０９



少額領収書等の写しの提出期間延長申出書

年 月 日

愛媛県選挙管理委員会 様

国会議員関係政治団体の名称

会計責任者の氏名

提出命令書の日付
及 び 文 書 番 号

日 付 年 月 日
文書番号  第 号

延長を求める期間 ３０日間
命令があった日 年 月 日

延 長 を
求 め る
理 由

⑴ □政治資金規正法施行規則（昭和50年自治省令第17号）第14条の２の５第１
号に該当
（国会議員関係政治団体の代表者又は国会議員関係政治団体が推薦し若し
くは支持する公職の候補者に係る選挙の期間中であるため）
ア 公職の候補者の氏名
イ 選挙の種類
□衆議院議員総選挙 □参議院議員通常選挙
□その他の選挙（ ）
ウ 当該選挙の期日の公示又は告示の日 年 月 日
エ 当該選挙の期日 年 月 日

⑵ □政治資金規正法施行規則第14条の２の５第２号に該当
（少額領収書等の写しが著しく大量であるため、その期間内にそのす
べてについて当該少額領収書等の写しを提出することにより事務の遂
行に著しい支障が生ずるおそれがあるため）
ア 事務の状況その他の事情

⑶ □政治資金規正法施行規則第14条の２の５第３号に該当
（⑴及び⑵のほか、期間を延長することにつき正当な理由があるため）
ア 事務の状況その他の事情

※受付年月日 年 月 日
※備 考
記入上の注意
１ □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けてください。
２ 欄が足りない場合は、別紙に記載の上、添付してください。
３ ※印の欄は、記入しないでください。

様式第２号（第２条、様式第９号関係） 少額領収書等の写しの提出期間延長申出書

愛 媛 県 報平成２２年１１月３０日 第２２２３号

９１０



少額領収書等の写しの提出期間延長通知書

第 号
年 月 日

様

愛媛県選挙管理委員会 □印

開 示 請 求 年 月 日 年 月 日

開 示 請 求 の あ っ た
国 会 議 員 関 係
政 治 団 体 の 名 称

年 国会議員関係政治団体の名称

延 長 前 の 期 間

延 長 後 の 期 間

延 長 の 理 由

連 絡 先

様式第３号（第２条関係） 少額領収書等の写しの提出期間延長通知書

愛 媛 県 報平成２２年１１月３０日 第２２２３号

９１１



少額領収書等の写しの開示決定通知書（全部開示）

第 号
年 月 日

様
愛媛県選挙管理委員会 □印

開示請求年月日 年 月 日

開 示 す る
国 会 議 員 関 係
政治団体の名称

年 国会議員関係政治団体の名称 種類及び数量

開示決定に係る少
額領収書等の写し
について求めるこ
とができる開示の
実施の方法並びに
開示の実施に係る
手数料の額及び
送付に要する費用

⑴ 開示の実施の方法 手数料の計算方法 金 額（円）
ア 閲覧 無料
イ 紙 10円× 枚
ウ ＦＤ 30円＋10円×
エ ＣＤ―Ｒ 60円＋10円×
オ ＤＶＤ―Ｒ 70円＋10円×

枚
枚
枚

計（①）
⑵ 送付に要する費用
（②）
⑶ 合計（①＋②）

開示の実施の申出

開示の実施を受けるためには、政治資金規正法施行令（昭和
50年政令第277号）第11条第２項及び第３項の規定により、こ
の通知を受け取った日から30日以内に、愛媛県選挙管理委員
会に対し、少額領収書等の写しに係る開示の実施方法等申出
書（様式第５号）を提出してください。

開示を実施する
ことができる日時

様式第４号（第２条関係） 少額領収書等の写しの開示決定通知書

その１

愛 媛 県 報平成２２年１１月３０日 第２２２３号

９１２



開示を実施するこ
とができる場所

写しの送付の方法
による少額領収書
等の写しの開示を
実施する場合に
お け る 準 備 に
要 す る 日 数

連 絡 先
注意
１ 「少額領収書等の写しに係る開示の実施方法等申出書」の提出に当たって
は、少額領収書等の写しの開示請求書（様式第１号）において希望された開示
の実施の方法によるほか、「開示の実施の方法」欄に記載された方法の中から
選択することができます。
２ 「開示の実施に係る手数料の額及び送付に要する費用」の「金額（円）」欄
は、少額領収書等の写しの開示請求書に記入された「求める開示の実施の方法
等」に基づいて算定していますので、その求める開示の実施の方法等に変更が
生じれば、その金額も変更されます。

３ 開示を受ける際は、この通知書を持参してください。

愛 媛 県 報平成２２年１１月３０日 第２２２３号

９１３



少額領収書等の写しの開示決定通知書（部分開示）

第 号
年 月 日

様
愛媛県選挙管理委員会 □印

開示請求年月日 年 月 日

開 示 す る
国 会 議 員 関 係
政治団体の名称

年 国会議員関係政治団体の名称 種類及び数量

開示をしない部分
及 び そ の 理 由

開示をしない部分 開示をしない理由

開示決定に係る少
額領収書等の写し
について求めるこ
とができる開示の
実施の方法並びに
開示の実施に係る
手数料の額及び
送付に要する費用

⑴ 開示の実施の方法 手数料の計算方法 金 額（円）
ア 閲覧 無料
イ 紙 10円× 枚
ウ ＦＤ 30円＋10円×
エ ＣＤ―Ｒ 60円＋10円×
オ ＤＶＤ―Ｒ 70円＋10円×

枚
枚
枚

計（①）
⑵ 送付に要する費用
（②）
⑶ 合計（①＋②）

その２

愛 媛 県 報平成２２年１１月３０日 第２２２３号

９１４



開示の実施の申出

開示の実施を受けるためには、政治資金規正法施行令( 昭
和50年政令第277号) 第11条第２項及び第３項の規定によ
り、この通知を受け取った日から30日以内に、愛媛県選挙
管理委員会に対し、少額領収書等の写しに係る開示の実施
方法等申出書（様式第５号）を提出してください。

開示を実施すること
が で き る 日 時

開示を実施すること
が で き る 場 所

写しの送付の方法に
よる少額領収書等の
写しの開示を実施す
る場合における準備
に 要 す る 日 数

連 絡 先
１ この決定に不服がある場合は、この決定があったことを知った日の翌日から起
算して60日以内に、愛媛県選挙管理委員会に対して異議申立てをすることができ
ます。
２ この決定の取消しの訴えは、この決定があったことを知った日の翌日から起算
して６箇月以内に愛媛県を被告として（愛媛県選挙管理委員会が被告の代表者に
なります。）提起することができます。ただし、１の異議申立てをした場合に
は、当該異議申立てに対する決定の送達を受けた日の翌日から起算して６箇月以
内に決定の取消しの訴えを提起することができます。

注意
１ 「少額領収書等の写しに係る開示の実施方法等申出書」の提出に当たって
は、少額領収書等の写しの開示請求書（様式第１号）において希望された開示
の実施の方法によるほか、「開示の実施の方法」欄に記載された方法の中から
選択することができます。
２ 「開示の実施に係る手数料の額及び送付に要する費用」の「金額（円）」欄
は、少額領収書等の写しの開示請求書に記入された「求める開示の実施の方法
等」に基づいて算定していますので、その求める開示の実施の方法等に変更が
生じれば、その金額も変更されます。

３ 開示を受ける際は、この通知書を持参してください。

愛 媛 県 報平成２２年１１月３０日 第２２２３号

９１５



少額領収書等の写しの開示の実施方法等申出書

年 月 日

愛媛県選挙管理委員会 様

氏名（法人その他の団体にあっては、名称及び代表者の氏名）
開示申出者

住所又は居所（法人その他の団体にあっては、主たる事務所の 
所在地）

郵便番号
電話番号

連絡先（連絡先が上記開示申出者以外の場合は、連絡先の住所、
氏名及び電話番号）

開示決定書の日付
及 び 文 書 番 号

日 付 年 月 日
文書番号 第 号

国 会 議 員
関係政治団体
の 名 称 等

年 国会議員関係政治団体の名称 種類及び数量

求める開示の
実施の方法等

１ 求める開示の実施の方法
□⑴ 閲覧 □全部

□一部（ ）
□⑵ 複写機により用紙に白黒で複写したもの
の交付
〔□ア窓口での交付 □イ郵送による交付〕

□全部
□一部（ ）

□⑶ スキャナにより読み取ってできた電磁的
記録をＦＤに複写したものの交付
〔□ア窓口での交付 □イ郵送による交付〕

□全部
□一部（ ）

□⑷ スキャナにより読み取ってできた電磁的
記録をＣＤ―Ｒに複写したものの交付
〔□ア窓口での交付 □イ郵送による交付〕

□全部
□一部（ ）

□⑸ スキャナにより読み取ってできた電磁的
記録をＤＶＤ―Ｒに複写したものの交付
〔□ア窓口での交付 □イ郵送による交付〕

□全部
□一部（ ）

様式第５号（第２条、様式第４号関係） 少額領収書等の写しの開示の実施方法等申出書

（表）

愛 媛 県 報平成２２年１１月３０日 第２２２３号

９１６




